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オレンジリボン運動について
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オレンジリボンに込められた意味

子どもへの虐待をなくしたいという一人ひとりの思い

運動の起源と流れ

2004年 栃木県小山市で、２人の子どもが虐待で殺害される
2005年 同市「カンガルーＯＹＡＭＡ」による「オレンジリボン運動」

ＮＰＯ法人「里親子支援のアン基金プロジェクト」の協力
2006年 ＮＰＯ法人児童虐待防止全国ネットワーク

「オレンジリボン運動の総合窓口」を担当
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全国ネットの取り組み（主な事業）

子ども虐待防止オレンジリボン運動の全国総合窓口役を担う
当団体の主な事業

 施策への提言、および実務者等への情報提供
 支援企業・団体、サポーターの皆さまと共に進めるオレンジリボ
ンマークをシンボルとする啓発等の活動

 子ども虐待防止を進める組織との連携
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多彩なオレンジリボン運動

一人ひとりが主役だからできる、
さまざまな形があります。

・ 個人サポーター 23,687人

・ 登録支援企業・団体数 ９８２

（2021年5月14日現在）
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個人でできる活動

オレンジリボン
ピンバッジを胸に！

布製オレンジリボンを
胸やバッグに！
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支援企業・団体参加による活動

行政とのコラボによるマスク配布in池袋

子ども虐待防止月間である11月
「オレンジリボン運動啓発マスク」を、
全国で配布
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都庁１Ｆロビーにて展示

「オレンジリボン運動公式ポスターコンテスト」
２００９年から実施。今年で１１回目
多くの企業・団体が協賛・応援くださいました！

支援企業・団体参加による活動
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http://www.orangeribbon.jp/info/npo/2011/03/contest2011.php


企業参加による活動
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「オレンジリボンたすきリレー」
＊子ども虐待防止を訴え、オレンジリボンのたすきをつないで走り、
全国各地へ広める活動をしています。

（写真提供：ＣＦＲびわこ）

民間組織（団体）参加による活動
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民間組織（団体）参加による活動

全国地域での各種イベント
子ども虐待防止オレンジリボン啓発
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オレンジリボン運動事務局
主導による啓発活動＆サポート

• 子ども虐待防止シンポジウム
• 鎮魂集会（毎年11月に実施）
• ポスターデザインコンテスト
• 啓発サポートグッズの開発・頒布
• 共催イベントの実施
• オレンジリボン春の全国一斉配布
• オレンジリボンマスク全国一斉配布
• オレンジリボンフォーラム
• 日本子ども虐待防止学会等との連携
• 学生「オレンジリボン活動」応援
• 市民ミーティングの開催
• 支援企業・団体皆様へのサポート
• オレンジリボン運動に関する広報
• コロナ禍対応
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子ども虐待の現状
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子どもの虐待死者数

• 厚生労働省の集計では、虐待を受けて死亡し
た子ども（18歳未満）は2017年度84人、2018

年度77人、2019年度（第15次報告）65人、
2020年度（第16次報告）73人

• 日本小児科学会は８日までに、虐待で死亡し
た可能性のある15歳未満の子供が全国で年
間約350人に上るとの推計を初めてまとめた（
2016年日本経済新聞）
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虐待による死亡事例の約６割が「３歳以下」
0日死は0歳の半数
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子ども虐待の加害者の約6割は母親
実父は3割
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相次いだ虐待事件を受け

児童福祉法と児童虐待防止法の改
正案に親による体罰禁止を明記へ

2019年6月19日可決成立！
2020年4月1日施行



+「体罰等の禁止」ガイドライン

• 「すべての人」「体罰等」「暴言も含む」

• 「どんなに軽いものでも」と明記

• 親を追い詰めるのではなく、社会全体で子育てし
ていこうという意思表示

法律の施行を踏まえ、子どもの権利が守られる体罰の
ない社会を実現していくためには、一人ひとりが意識を
変えていくとともに、子育て中の保護者に対する支援も
含めて社会全体で取り組んでいかなくてはなりません。

「体罰等によらない子育てのために～みんなで育児を支える社会に～」より
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体罰を禁じる法改正の認知は
2割（内容まで知っている）
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2021年2月厚生労働省「体罰等によらない子育ての推進に向けた実態把握に関する調査」



子どもへの体罰を
容認している人、4割
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2021年2月厚生労働省「体罰等によらない子育ての推進に向けた実態把握に関する調査」



子どもの頃体罰を頻繁に受けたこ
とがある群が、
体罰の容認度が高い

• “18 歳以下の子どもの頃、親などの親権者等から
体罰を受けたことがある”と回答したのは、国民
全体の 59.４％（「1～2 回あった」も含む）

• 体罰を受けたことが「日常的にあった」群は体
罰の容認度が 53.5%であるのに対し、「全くなか
った」群では26.5%

• 子どもの頃に体罰を頻繁に受けた群は、そうで
ない群に比べ、体罰の容認度が高い傾向が見ら
れた。

222021年2月厚生労働省「体罰等によらない子育ての推進に向けた実態把握に関する調査」



しつけとして体罰を駆使した養育
者は33.5％（6カ月以内）

232021年2月厚生労働省「体罰等によらない子育ての推進に向けた実態把握に関する調査」



体罰を与えた後、しなければよかっ
たと思った養育者は88.7％
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2021年2月厚生労働省「体罰等によらない子育ての推進に向けた実態把握に関する調査」



母子手帳および
妊娠・出産・子育て情報と
相談支援について
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母子（親子）手帳の活用を
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・任意様式版は、「体罰等によらない子育て」「児童憲章」
が記載されている。子どもの年齢に合わせて、子どもへの向
き合い方と子どもの権利を伝えていくことが大事



母子手帳と産前講座、情報提供
などに関する要望＜1＞

• リプロダクティブヘルス（性と生殖に関する健
康と権利）についてのプラットホームを作り、
妊娠検査薬購入時、母子手帳配布時等、妊娠中
から誰でもアクセスできるように→産む、産ま
ない（性暴力などによる緊急避妊、匿名出産、
里親制度ほか）

• 母子健康手帳（母親の体調管理及び子の成長記
録）と別に国の標準モデルの「父親手帳」を作
成→自治体間の格差を減らす

• QRコードを入れて最新情報や詳細情報につな
ぐ（予防接種、育休ほか）
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母子手帳と産前講座、情報提供
などに関する要望＜2＞

• 母子手帳配布時の面談を必須とし、その後の相
談のハードルを下げる

• 産前講座の回数を増やし、夫婦参加を基本に

• 両親学級受講記録に「母親」「父親」の参加チ
ェック欄を付ける→父親の参加率を上げる

• 両親学級で、母子手帳の内容や活用方法を伝え
る→医師や保健師などが記録するが、親自身が
読み込んだり、記録していないケースも多い

• 両親学級に、働き方、産後の体制を夫婦で考え
るプログラムを追加

• 両親学級の参加を有給扱いに→企業へ協力要請
28


